
レ

2018 年 4 月 1 日～ 2021 年 3 月 31

2017 )年度 2018 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2020 年度) (2018 年度) (2019 年度) (2020 年度)

％ ％ ％ ％

レ 3.0 ％ 12.7 ％ ％ ％

3.0 ％ 12.9 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

（ ）

実績報告書

届出者 住所
大阪府大阪市中央区城見1-2-27

氏名
アートコーポレーション(株)

クリスタルタワー16Ｆ 代表取締役　寺田　千代乃　

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 44道路貨物運送業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに該当する
者

事業の概要
【引越事業】引越及びそれに付帯する各種役務の提供に関する事業
【輸入車販売事業】車輌のメンテナンスに関する事業
【国内物流事業】国内におけるトラック輸送に関する事業

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 1,734 1,805

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 1,765 1,833

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値 売上高

(2)推進体制

１、引越部門では燃料費の削減を掲げ、輸送の効率化及びアイドリングストップ等を推進する。
２、排ガス規制による代替及び増車は燃費の良い車輌を積極的に導入していきいます。
３、輸送の効率化を図る為に高効率車輌の導入を検討をしていきます。
４、燃費の使用実態を毎月算出して開示、燃料費削減の指標にする。

当社は専ら引越部門を中心に事業活動を行っており毎年106%の事業拡大（売上高）を計画しております。売上高で原単位ベースの目
標削減を掲げさせていただきました。

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

自動車からの温室効果ガスの排出を削減する為、年式13年以上の車両129台を廃棄し、代替・新規購入にて燃費基準達成車を180台購
入し、エコドライブ及び効率化輸送（デジタコ導入）により、CO2の削減を図ります。



レ

2018 年 4 月 1 日～ 2021 年 3 月 31

2017 )年度 2018 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2020 年度) (2018 年度) (2019 年度) (2020 年度)

％ ％ ％ ％

レ 3.0 ％ -2.4 ％ ％ ％

％ -2.5 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

（ ）

実績報告書

届出者 住所
東京都千代田区紀尾井町1-3

氏名
株式会社IDCフロンティア

東京ガーデンテラス紀尾井町　紀尾井タワー 代表取締役社長　　鈴木　勝久

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 40インターネット附随サービス業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに該当する
者

事業の概要

クラウドコンピューティング事業 ・ データセンター事業

　首都圏、東日本、西日本で大規模データセンターを運用し、ネットワークセキュリ
ティや運用監視を含む高品質のデータセンターソリューション、クラウドコンピュー
ティングおよびストレージサービスを提供。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 3,865 3,056

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 4,169 3,300

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値 サーバ電力（UPS電力）

(2)推進体制

　データセンター本部長（推進責任者）
　　　　　　　｜
　　　　　ファシリティ部部長（統括マネジャー）
　　　　　　　｜-----------------------テクニカルアドバイザー（エネルギー管理士）
　　　　　　推進者（エネルギー管理士、管理員）

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

昨年に引き続き照明の減灯、エレベータの運転制限、空調機保守・運転管理の徹底と水噴霧装置の最適運用で電気量削減に努めた。
エネルギー総使用量自体は減ったが、削減目標とした原単位では、サーバ電力が下がる傾向となった本年度はマイナス削減率となっ
た。今年度後半からサーバ電力が上昇する見込みで、原単位削減率は改善に向かうと考える。



レ

2018 年 4 月 1 日～ 2021 年 3 月 31

2017 )年度 2018 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2020 年度) (2018 年度) (2019 年度) (2020 年度)

％ ％ ％ ％

レ 3.0 ％ 17.5 ％ ％ ％

3.0 ％ 16.6 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

（ ）

実績報告書

届出者 住所
東京都中央区日本橋３－１２－２

氏名
株式会社　アクティオ

朝日ビルヂング７Ｆ 代表取締役　小沼　直人

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 70物品賃貸業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに該当する
者

事業の概要 建設機械のレンタル、リース等

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 2,574 2,363

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 2,601 2,416

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値 レンタル売上

(2)推進体制

温暖化対策を効果的に推進する為に責任者、担当者を選定、設置し、社内会議の際に話合いの場を設けマニュアルを作成し各部所に
教育、指導を行っていく。

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

・古いディーゼル車を廃車し、新しい車への代替を推進している。



レ

2018 年 4 月 1 日～ 2021 年 3 月 31

2017 )年度 2018 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2020 年度) (2018 年度) (2019 年度) (2020 年度)

％ ％ ％ ％

レ 3.1 ％ 8.4 ％ ％ ％

3.0 ％ 7.6 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

（ ）

実績報告書

届出者 住所
東京都港区南青山1-1-1

氏名
アクティビア・プロパティーズ投資法人

新青山ビル9階 執行役員　村山　和幸

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 69不動産賃貸業・管理業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに該当する
者

事業の概要 資産を主として特定資産に対する投資として運用する。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 3,840 3,987

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 4,430 4,640

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値 稼働床面積

(2)推進体制

エネルギー管理統括者を筆頭に、各事業所のアセットマネジメント担当者が主となり、各プロパティ・マネジメント会社と協働して
高効率機器の導入・テナントへの節電対策への協力依頼等を進めます。

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

各物件の共用部・専有部の照明LED化工事の実施、大阪中之島ビルでの一部空調の更新工事や個別空調化工事を実施することで温室効
果ガスの排出量を削減いたしました。
今後も温室効果ガスの削減に資する工事を行うことで削減に努めてまいります。



レ

2018 年 4 月 1 日～ 2021 年 3 月 31

2017 )年度 2018 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2020 年度) (2018 年度) (2019 年度) (2020 年度)

レ 3.0 ％ -3.8 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

％ -4.6 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

（ ）

実績報告書

届出者 住所
大阪府堺市堺区戎島町4－45－1

氏名
株式会社ｱｺﾞｰﾗﾎﾃﾙﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ堺

ﾎﾃﾙ・ｱｺﾞｰﾗ ﾘｰｼﾞｪﾝｼｰ大阪堺 代表取締役　佐藤　暢樹

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 75宿泊業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに該当する
者

事業の概要
ﾎﾃﾙ業（客室241室、ﾚｽﾄﾗﾝ4店舗、宴会場17室、会員制ﾍﾙｽｸﾗﾌﾞ）ﾃﾅﾝﾄ業（貸し事務所･店
舗）、貸し駐車場業を営んでいる。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 5,520 5,726

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 5,816 6,082

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値

(2)推進体制

1.月1回、各部門責任者に部門ごと電気、ｶﾞｽ、水道使用量を報告し増加部分の原因調査及び改善を行っている。　2.責任者会議で増
加の原因報告を行い注意喚起及び対策報告を行っている。　3.ｴｱｺﾝ、厨房機器、電化製品等、更新時ﾄﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ製品を導入してい
る。

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

1.温室効果ガス増加の理由　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ボイラー修理並び
に暖房機器の運転効率化等で電気・ガス合算で使用エネルギーは前年比（6％）で削減したが電気の購入先をエネットより関西電力
に変更した為、CO2排出係数違いによりCO2削減にならなかった。

2.平準化対策夏期⇒①電力ﾋﾟｰｸ時ﾀｰﾎﾞ冷凍機からｶﾞｽ吸収式冷温水発生器切り替え②暖房を冷温水発生器から熱交換器に切り替えで
ﾎﾟﾝﾌﾟ動力削減③LED照明に変更中④地下駐車場ﾌｱﾝ間欠運転。



レ

2018 年 4 月 1 日～ 2021 年 3 月 31

2017 )年度 2018 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2020 年度) (2018 年度) (2019 年度) (2020 年度)

レ 3.0 ％ -2.1 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

3.0 ％ -2.2 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

（ ）

実績報告書

届出者 住所
大阪府堺市堺区今池町3丁3番16号

氏名
公益財団法人　浅香山病院

理事長　髙橋　明

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 83医療業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに該当する
者

事業の概要 医療業

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 6,970 7,113

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 7,340 7,494

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値

(2)推進体制

当院では、省エネ推進対策委員会の設置により各部署から委員を選出して、啓蒙及びラウンドを行なっている。また、省エネに関す
る企画・相談等においては委員会の委員長の承認を行う体制となっている。

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

エネルギーの可視化を用いて総合エネルギー管理を行なう専門業者による給湯・空調機器等を負荷に応じて最適利用を行なう手法を
取り入れエネルギー削減をおこなった。小規模老健開業(H30年.4月～）のため電気・ガス共に使用料が増えた。また、デイサービ
ス・ショート（1・2泊）の患者送迎（車）が増えガソリンの使用量も増える結果となった。



レ

2018 年 4 月 1 日～ 2021 年 3 月 31

2017 )年度 2018 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2020 年度) (2018 年度) (2019 年度) (2020 年度)

レ 3.0 ％ -17.2 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

3.0 ％ -16.9 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

（ ）

実績報告書

届出者 住所
大阪府大阪狭山市東池尻

氏名
株式会社　浅野歯車工作所

4丁目1402-1 取締役社長　倉長勇太郎

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 31輸送用機械器具製造業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに該当する
者

事業の概要 輸送機器の歯車・アクスルの設計から製造までの事業活動を行っております。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 20,232 23,699

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 21,454 25,074

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値

(2)推進体制

当社は、環境マネジメントシステムISO14001を認証取得しており取締役社長を推進体制の長とし月一回、環境委員会を開催し省エネ
活動を進めております。

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

排出量ベースを選択しているゆえ、悪化していますが、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今年度
原単位1.066　、昨年度原単位1.087　対前年度比　98.1%  となり前年度から改善なされています。



レ

2018 年 4 月 1 日～ 2021 年 3 月 31

2017 )年度 2018 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2020 年度) (2018 年度) (2019 年度) (2020 年度)

レ 3.1 ％ -3.5 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

3.0 ％ -1.7 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

（ ）

実績報告書

届出者 住所
東京都台東区上野7-12-14

氏名
アサヒ飲料販売株式会社

住友不動産上野ビル4号館6階 代表取締役社長　相生宏之

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 52飲食料品卸売業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに該当する
者

事業の概要
主に自動販売機による清涼飲料水の販売を行っている。営業拠点は全国で29支店あり、
うち、大阪府内では７支店で営業活動を行っている。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 920 952

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 944 960

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値

(2)推進体制

アサヒグループとして、『環境ビジョン2020』を策定し、「低炭素社会の構築」「循環型社会の構築」「生物多様性の保全」「自然
の恵みの啓発」という4つのテーマを柱として、環境の課題に対して積極的に取り組み、持続可能な社会の実現に貢献することに取り
組むこととしております。
社内での啓蒙活動と意識向上を図ります。

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

年度内にて86台（うちトラック69台）の新車入替を実施し、積極的に低公車両の導入を図った。



レ

2018 年 4 月 1 日～ 2021 年 3 月 31

2017 )年度 2018 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2020 年度) (2018 年度) (2019 年度) (2020 年度)

％ ％ ％ ％

レ 3.2 ％ -2.1 ％ ％ ％

3.2 ％ -1.9 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

（ ）

実績報告書

届出者 住所
大阪府大阪市中央区南本町4-5-10

氏名
朝日ウッドテック株式会社

代表取締役社長　海堀 哲也

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 12木材・木製品製造業（家具を除く）

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに該当する
者

事業の概要
主に住宅内装用の木質建材（床材・階段他）の製造・販売を行っています。大阪府内に
は本社が大阪市中央区に、生産拠点が忠岡町、岸和田市、和泉市にあります。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 13,324 13,912

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 14,668 15,280

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値 出荷㎥数

(2)推進体制

全社統括環境管理責任者の下、各部署との連携を強化し、エネルギー使用量(原単位)の削減活動を管理・支援していきます。

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

2018年度はエネルギー使用量が3.4％増加したことに対し、出荷㎥数は2.5％の増加だったため、原単位ベースでの削減率は悪化しま
した。原因として
　①高エネルギー商品の比率が更に高くなった。全体の49％まで増加(忠岡工場)
　②木屑焚きボイラーの不具合により、必要な蒸気を補うため都市ガスの使用量が前年度比127％まで増加(忠岡工場)
したことが、大きな要因と思われます。



レ

2018 年 4 月 1 日～ 2021 年 3 月 31

2017 )年度 2018 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2020 年度) (2018 年度) (2019 年度) (2020 年度)

％ ％ ％ ％

レ 3.1 ％ 1.3 ％ ％ ％

3.1 ％ 1.3 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

（ ）

実績報告書

届出者 住所
大阪府大阪市中央区南本町1-8-14

氏名
朝日加工株式会社

代表取締役社長   小河原 正幸

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 11繊維工業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに該当する
者

事業の概要
各種繊維製品の染色、防水、漂白、縫製及びこれに付帯する加工販売、ならびに環境・
省エネ機器、繊維機器、合成加工機器ならびに付属品、部分品の製造販売を行ってお
り、大阪府内に工場が1ヶ所ある。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 6,874 6,431

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 6,922 6,476

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値 生産数量

(2)推進体制

省エネ委員会（工場長＋部門長代理＋工務部長＋工務スタッフ）１回／月次は2017年度をもって終了し、
2018年度より省エネルギーも含めた工場設備投資のあり方を決める設備投資委員会（社長・常務・部門長補佐・工務部長・製造部
長）として再発足し全社的な意見を反映させ従来の小粒な省エネ対策から会社役員が参画することで大規模なエネルギー対策の立案
が可能となり更にエネルギー消費の主たる場所である製造ラインに近い組織にした。
又、製造課ごとの生産工場ＰＪでは４Ｍすべてにかかわることをテーマとして活動させている。

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

2018年度については基準年度に比べて生産数量が減少したため、それに比例して温室効果ガスの総排出量の減少につながった。
他方、蒸気配管のスチームトラップの交換や機械設備の制御盤インバータ化など工場内の設備を整備することで少しずつではあるが
エネルギー使用量の抑制に努めている。

近年、不揚がり率の低減が図られ品質の安定化により、表に出ない「再加工」「修正加工」「染め直し」などのエネルギーロスの削
減ができている。



レ

2018 年 4 月 1 日～ 2021 年 3 月 31

2017 )年度 2018 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2020 年度) (2018 年度) (2019 年度) (2020 年度)

％ ％ ％ ％

レ 3.0 ％ -5.1 ％ ％ ％

％ -4.9 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

（ ）

実績報告書

届出者 住所
大阪府堺市西区鳳東町

氏名
旭精工株式会社

6丁570番地1 代表取締役社長　清水　明彦

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 24金属製品製造業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに該当する
者

事業の概要

インサート軸受ユニット、エアークラッチ・ブレーキ、
直線運動機器の開発・製造・販売を行っています。
全国に本社・工場と9事業者があり、大阪府には本社・工場と
1事業者があります。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 3,575 3,709

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 4,019 4,163

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値 ベアリング付加価値生産高

(2)推進体制

環境マネジメントシステム（ISO事務局）での活動

ベアリング付加価値生産高とは、売価変動を受けにくい単価を基準とした生産高から材料費や
外注費等の外部費用を除いたもの

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

2018年度においては、温室効果ガス排出量は基準年度を上回り、原単位ベースでは削減目標
に比べ、大きく下回る-5.1％の削減率となりました。
前年度同様、省エネ・保全パトロールや見える化運動を継続し、生産効率向上に向けて
活動していましたが、台風被害による材料遅れ・工場稼動停止によって数日間正常稼動
できなった事が大きな要因と考えられます。また、材料費の値上げや工場環境改善として
空調機新規導入も影響していると思われます。



レ

2018 年 4 月 1 日～ 2021 年 3 月 31

2017 )年度 2018 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2020 年度) (2018 年度) (2019 年度) (2020 年度)

％ ％ ％ ％

レ 3.0 ％ -7.0 ％ ％ ％

3.0 ％ -6.7 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

（ ）

実績報告書

届出者 住所
大阪府八尾市太田9丁目37番地

氏名
アサヒセイレン株式会社

代表取締役　谷山佳史

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 23非鉄金属製造業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに該当する
者

事業の概要

アルミニウム鋳物およびダイカスト用などの合金地金（再生塊）の製造・販売、製鋼用
フラックス（アルミ灰）の製造・販売、またアルミニウムスクラップの転売などの事業
活動を実施し、「アルミニウムリサイクル総合メーカー」として、あらゆる資源（人・
物・金・技術・環境）の再生の実現を目指している。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 25,062 26,544

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 25,777 27,224

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値 Ａｌ二次合金地金製造に関与する生産数量

(2)推進体制

ISO14001をﾍﾞｰｽとした環境改善（地球温暖化防止）活動を毎年実施しています。毎月開催される環境委員会にて対策実施事項及び課
題の実施状況を環境管理責任者は評価し、1回/年実施するマネジメントレビュー（ｴﾈﾙｷﾞｰ管理統括者（環境管理統括者）である専務
を中心に開催）、環境改善活動を報告し、対策事項が順調に進捗されているか課題は何かを定期的にレビューし、省エネルギー対策
の充実を行っています。

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

西日本豪雨の影響により、生産支援が必要となり、燃料原単位の高い休止炉を使用し、生産した。その影響により重油使用量が増加
し、温室効果ガスの排出量の増加につながった。今年度は生産支援も落ち着いたため、休止炉を停止させ操業が可能となり、燃料原
単位は回復すると考えています。また、既存の生産システムについては更なる生産性の向上施策を実行し、燃料原単位を低減させ温
室効果ガスの削減を目指していく。



レ

2018 年 4 月 1 日～ 2021 年 3 月 31

2017 )年度 2018 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2020 年度) (2018 年度) (2019 年度) (2020 年度)

％ ％ ％ ％

レ 3.0 ％ -6.2 ％ ％ ％

3.0 ％ -6.4 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

（ ）

実績報告書

届出者 住所
大阪府堺市西区鳳東町6-616

氏名
朝日鋳工株式会社

代表取締役　平山　理

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 22鉄鋼業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに該当する者

事業の概要
水道用ダクタイル鋳鉄異形管の製造及び販売。鋳造、加工、塗装、梱包及び出荷まで行
う。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 5,106 5,253

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 5,712 5,888

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値 生産量

(2)推進体制

工場長を委員長、エネルギー管理員を事務局とし、省エネ対策委員会を設けている。委員会では、全従業員への省エネ教育、改善活
動、省エネ設備導入検討などを行う。委員会での活動内容は、社長への報告、社内掲示などにより、会社全体での意識向上に努めてい
る。

今後も一層の環境配慮活動の実施、省エネルギー型設備への代替を進め、目標とする基準年度比3%削減の達成に努める。

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

原単位に生産重量を設定しており、年々肉厚が薄くて付加価値を付ける手間の掛かる製品の割合が増えていることから、同じ重量の製
品を生産するのに必要なエネルギー量が増えている。また前年度と比較して、Aライン（量産ライン）よりBライン（非量産ライン）で
製造する製品の割合が増え、台風の被害で4日半鋳造が停止し、その分を取り戻すために非効率的な残業が行われたことも影響して、
削減目標を達成できなかった。

また、CO2排出係数が違う電力事業者に変更したことも影響している。



レ

2018 年 4 月 1 日～ 2021 年 3 月 31

2017 )年度 2018 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2020 年度) (2018 年度) (2019 年度) (2020 年度)

％ ％ ％ ％

レ 3.0 ％ 3.4 ％ ％ ％

3.0 ％ 3.1 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

（ ）

実績報告書

届出者 住所
大阪府吹田市西の庄町1番45号

氏名
アサヒビール株式会社吹田工場

統括工場長　笹本　武志

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 10飲料・たばこ・飼料製造業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに該当する
者

事業の概要 ビール製造業

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 37,671 34,929

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 38,420 35,722

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値 製造量

(2)推進体制

当社はエネルギー使用合理化に関する全体計画を作成し、計画的に推進しています。さらに定期的な省エネルギー委員会開催による
省エネルギー推進も実施しております。また、ISO14001（環境マネジメントシステム）の認証取得後、継続的に維持しております。
今後も本取組みを継続していく予定です。

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

原単位ベースで基準年比3.4%の削減ができました。2017年末に納入した高効率冷凍機の効果が寄与しました。また、ビール冷熱利
用・ビール加熱方法の見直し施策の対象範囲を拡大し、2019年より定常化しています。今後は排熱回収率向上施策によりさらなる削
減を見込みます。



レ

2018 年 4 月 1 日～ 2021 年 3 月 31

2017 )年度 2018 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2020 年度) (2018 年度) (2019 年度) (2020 年度)

レ 3.0 ％ 4.3 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

3.0 ％ 4.0 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

（ ）

実績報告書

届出者 住所
東京都中央区築地5-3-2

氏名
株式会社朝日プリンテック

代表取締役　尾形　俊三

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 15印刷・同関連業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに該当する
者

事業の概要 主に日刊新聞（朝日新聞）の印刷並びに梱包をおこなっています。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 3,742 3,583

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 4,010 3,851

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値

(2)推進体制

環境委員会、事務局会議を定期的に開催しＩＳＯ１４００１環境マネジメントシステムを確実に運用する現体制を継続していきま
す。

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

夜間4：00～10：00までの輪転機停止時に、機器を停止させる運用を始めた事で、電力使用量の削減に繋がった。
冬季は空調機のOAダンパーを100％開にし、外気の取入れ量を増やした事も省エネの観点では効果的だったと思われる。



レ

2018 年 4 月 1 日～ 2021 年 3 月 31

2017 )年度 2018 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2020 年度) (2018 年度) (2019 年度) (2020 年度)

％ ％ ％ ％

レ 3.1 ％ 0.9 ％ ％ ％

3.1 ％ 1.0 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

（ ）

実績報告書

届出者 住所
大阪市福島区福島1-1-30

氏名
朝日放送ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ株式会社

代表取締役社長　　沖中　進

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 38放送業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに該当する
者

事業の概要 　放送法による基幹放送事業および一般放送事業　他

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 8,305 8,233

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 9,187 9,097

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値 建物延べ床面積

(2)推進体制

『エネルギー管理標準』に定める総務局長を委員長とする【省エネルギー推進委員会】をエネルギー管理員、総合サポート部責任
者、施設管理委託会社責任者等で構成し、日常管理の徹底と効率的運用に努めています。

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

空調設定温度について、平成22年度より継続して管理強化により適正な温度の維持に努めました。照明設備についても、事務エリア
の調光照度設定を下げ、照明器具の一部をLED器具と取替える等の対応を実施しました。空調用熱源機器については、ガス式熱源機器
と電気式熱源機器との併用運転を行い、基準年度より空調用ガス使用量を削減しています。また設備全般について、各施設の使用状
況を把握し、不要な機器は停止するよう努めました。



レ

2018 年 4 月 1 日～ 2021 年 3 月 31

2017 )年度 2018 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2020 年度) (2018 年度) (2019 年度) (2020 年度)

レ 3.1 ％ 8.0 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

％ 8.3 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

（ ）

実績報告書

届出者 住所
大阪市住之江区南港北２-１-10

氏名
アジア太平洋トレードセンター㈱

代表取締役社長　　木村　　繁

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 69不動産賃貸業・管理業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに該当する
者

事業の概要 複合商業施設ビルの管理・運営（飲食・物販店舗、事務所、展示場、駐車場）

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 14,619 13,451

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 16,213 14,878

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値

(2)推進体制

全社的に省エネを推進し、排出量の抑制を図る。（推進体制については「省エネ法」の規定ならびに経済産業省の指導に基づく。）

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

ファンコイルユニット更新及びLED照明化によりエネルギー削減を継続的に実施する。



レ

2018 年 4 月 1 日～ 2021 年 3 月 31

2017 )年度 2018 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2020 年度) (2018 年度) (2019 年度) (2020 年度)

％ ％ ％ ％

レ 4.4 ％ 2.5 ％ ％ ％

4.4 ％ 2.6 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

（ ）

実績報告書

届出者 住所
大阪市西淀川区竹島4-11-88

氏名
安治川鉄工株式会社

代表取締役社長  吉田 秀喜

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 24金属製品製造業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに該当する
者

事業の概要
溶融亜鉛鍍金業を行っており、製品には送電線鉄塔、道路関係(標識柱、遮音壁柱)、建
築関係の鉄骨材、一般鋼材等をめっきしております。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 5,067 4,715

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 5,303 4,933

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値 大阪工場生産重量

(2)推進体制

取締役を委員長として4回/年の委員会の開催と、年度目標、実施項目、使用量の削減、教育について実施出来なかったので、今年度
は実施する予定です。

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

近年生産設備の老朽化等で、ライントラブルによる操作時間内での停機が目立ち、エネルギー効率が悪くなってきている。その中で
も積極的にフォークリフト、ボイラー、トラックなどの機器を省エネ型に更新を進め、合せてブロア、スクラバー、集塵機などのイ
ンバーター化を進めていき、今後も温室効果ガスの総排出量削減に努めて参ります。



レ

2018 年 4 月 1 日～ 2021 年 3 月 31

2017 )年度 2018 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2020 年度) (2018 年度) (2019 年度) (2020 年度)

％ ％ ％ ％

レ 3.0 ％ -6.5 ％ ％ ％

3.0 ％ -6.2 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

（ ）

実績報告書

届出者 住所
東京都中央区銀座7丁目14番13号

氏名
味の素冷凍食品株式会社

日土地銀座ビル 黒崎　正吉

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 9食料品製造業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに該当する
者

事業の概要
冷凍食品の製造・販売を行っており、大阪府には冷凍米飯の製造（ピラフ、炒飯）を行
う大阪工場と、販売を行う西日本支社がある。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 11,847 12,503

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 12,730 13,402

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値 生産数量

(2)推進体制

①全社にてISO14001のPDCAサイクルを継続運用し、環境保全活動を進めています。
②生産本部として、省ｴﾈ部会活動を通じて省ｴﾈ設備の更新・導入の省ｴﾈ推進(空運転時間削減対策、廃ｻﾗﾀﾞ油の燃料再利用検討、高効
率設備更新等)
③大阪工場では、毎月の環境保全推進委員会で計画の進捗報告と改善案の検討を行っています。

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

①2018年度の生産量は基準年度比で約1%の減少となったが、温室効果ガス原単位は前年比度6.5%悪化という結果になった。
②省エネ取り組みの推進が停滞する中、猛暑による夏季の原単位悪化、切替生産回数の増加による生産性悪化の影響を受けたと分析
している。



レ

2018 年 4 月 1 日～ 2021 年 3 月 31

2007 )年度 2018 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2020 年度) (2018 年度) (2019 年度) (2020 年度)

レ 3.0 ％ -19.7 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

3.1 ％ -17.0 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

（ ）

実績報告書

届出者 住所
大阪府摂津市千里丘7-11-61

氏名
芦森工業株式会社

取締役社長　鷲根成行

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 31輸送用機械器具製造業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに該当する
者

事業の概要
自動車用シートベルト・エアバッグ、各種産業用繊維資材、消防用ホース・消火栓ホー
ス、管路補修材の製造

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 2,971 3,554

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 3,423 4,004

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値

(2)推進体制

毎年度、三ヶ年計画を策定し環境ISOの手法を用いCO2排出削減目標を立てながら環境管理部門である安全推進部が主管となって取り
組んでいる。

平準化対策は一部で三交替を実施している。しかし働き方改革法も考慮し、生産性を短時間で向上する工夫を検討中。また、待機電
力使用量の大きい成形機を練読運転にて平準化対策を極力実施する体制にしている。

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

ｴｱｺﾝ電力使用量が全体の約40％を占めている。2018年度は効果の期待度大の対策として、空調31台の洗浄、老朽化業務用ｴｱｺﾝ3台を
省ｴﾈﾀｲﾌﾟへ更新及び蛍光灯と水銀灯を約250本LEDへ更新した。しかし、経営上、電力料金（約1億円/年）削減のため電力供給業者を
(株)ｴﾈｯﾄから関西電力(株)に10月に変更した。関西電力(株)のCO2排出係数はまだ高く、原油換算量は低減したにも関わらずCO2排出
量が増加した。今後は原発稼働基数増によりCO2排出が解消される非化石ｴﾈﾙｷﾞｰ化を推進している。



レ

2018 年 4 月 1 日～ 2021 年 3 月 31

2017 )年度 2018 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2020 年度) (2018 年度) (2019 年度) (2020 年度)

レ 3.1 ％ -27.8 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

3.1 ％ -26.1 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

（ ）

実績報告書

届出者 住所
堺市中区小阪西町1番1号

氏名
株式会社アスト中本

代表取締役　中本　吉則

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 44道路貨物運送業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに該当する
者

事業の概要 ①一般貨物自動車運送事業・貨物利用運送事業　②倉庫業　③通関業

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 559 714

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 613 773

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値

(2)推進体制

このような状況下ではありますが、トラック車輌においては、アイドリングストップ等のエコドライブ活動を継続し、1台当りの燃料
消費量を抑えて行きます。また倉庫における節電対策として、更なる照明機器のＬＥＤ化等を推進します。

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

前年度から大きくエネルギー総使用量が増加しています。要因としては事業規模が拡大し、新規顧客並びに既存顧客の貨物量が大幅
に増加しました。これによりトラック車輌の増車、倉庫設備機器の増設などによりエネルギーの使用量が増えました。



レ

2018 年 4 月 1 日～ 2020 年 3 月 31

2017 )年度 2018 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2020 年度) (2018 年度) (2019 年度) (2020 年度)

レ 3.2 ％ 1.1 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

3.2 ％ 1.3 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

（ ）

実績報告書

届出者 住所
大阪府大阪市阿倍野区

氏名
あべのキューズタウン管理組合

阿倍野筋1-6-1 　理事長　藪内　優典

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 56各種商品小売業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに該当する
者

事業の概要
あべのキューズタウン管理組合は、区分所有者によって結成され、建物の管理、運営を
行っている。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 19,306 19,098

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 21,890 21,622

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値

(2)推進体制

主な取り組みとして、省エネルギーの推進、CO2の削減に関しての中長期計画書を作成した。

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

照明（間引き及びLED化）・空調（設定温度変更）等中長期計画にみた年間目標に準じ排出量の削減を図ります。



レ

2018 年 4 月 1 日～ 2021 年 3 月 31

2017 )年度 2018 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2020 年度) (2018 年度) (2019 年度) (2020 年度)

％ ％ ％ ％

レ 3.0 ％ 1.2 ％ ％ ％

3.0 ％ 1.3 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

（ ）

実績報告書

届出者 住所
大阪市阿倍野区阿倍野筋

氏名
あべのベルタ管理組合施設部会

　　　　　　　　3-10-1-100 施設委員長　溝江　愼治郎

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 95その他のサービス業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに該当する
者

事業の概要 物販、飲食、事務所、スポーツのビル内共同運営

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 2,781 2,748

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 3,085 3,046

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値 床面積

(2)推進体制

新たにエネルギー管理員を配置しました。昨年と同様に省エネ対策について、新たなメンバーとともに対策検討を行っていきます。
昨年度の省エネに報告に基づいてさらに対策検討を施設委員会全体でしていくように推し進めてまいります。（エネルギー管理員一
名追加であとは昨年度と推進体制に変わりはありません）

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

使用量そのものは多く変わっていませんがCO2の削減率が大きく下がるようにはならなかったです



レ

2018 年 4 月 1 日～ 2021 年 3 月 31

2017 )年度 2018 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2020 年度) (2018 年度) (2019 年度) (2020 年度)

％ ％ ％ ％

レ 3.0 ％ 1.6 ％ ％ ％

3.0 ％ 1.8 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

（ ）

実績報告書

届出者 住所
大阪府門真市上野口町1-1

氏名
株式会社天辻鋼球製作所

代表取締役社長 杉本 美則

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 25はん用機械器具製造業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに該当する
者

事業の概要 転がり軸受用鋼球、各種金属球、各種非金属球の製造及び販売

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 17,188 17,856

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 18,995 19,701

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値 大阪府内の工場の生産金額

(2)推進体制

当社は、地球環境の保全を最重要課題のひとつであることを認識しながら、住みよい地球を将来の世代に引き継ぐことを基本理念と
しており、積極的に環境への取組みを進めております。平成13年3月にISO14001を認証取得し、継続的改善を進めながら今後も地球環
境に貢献すべく、活動を行ってまいります。

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

前年度は、生産量の増加により、温室効果ガス排出量が増加しました。但し、生産効率の向上と高付加価値品の増産により、原単位
ベースでは初年度目標を達成しました。



レ

2018 年 4 月 1 日～ 2021 年 3 月 31

2017 )年度 2018 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2020 年度) (2018 年度) (2019 年度) (2020 年度)

レ 8.1 ％ 7.8 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

8.1 ％ 7.8 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

（ ）

実績報告書

届出者 住所
大阪市中央区平野町１－３－７

氏名
荒川化学工業株式会社

代表取締役社長　　宇根 高司

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 16化学工業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに該当する
者

事業の概要

主に、製紙用薬品、インキ・塗料・粘接着剤用樹脂の製造および販売を行っており、全
国で６工場と６ヶ所の営業拠点が有ります。大阪府内には、大阪工場（研究所を含
む）、本社 が所在しています。
鴫野倉庫は、平成２３年度より使用していないため、除外しています。
方玉寮（独身寮）は住居なので、対象外とします。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 8,844 8,160

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 9,317 8,597

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値

(2)推進体制

全社ISO14001を取得し温暖化対策に取り組んでいる。

省エネ法に基づく省エネ推進体制として、本社の品質環境保安室を事務局とし、各事業所に１名ずつの担当者を置き、３ヶ月ごとに
対策の進捗状況を収集し管理を行っており、本体制を継続していきます。

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

2017年度比で、CO2は7.8%減少している。種々の省エネ施策も実施中で削減率の向上に取り組んでいく。



レ

2018 年 4 月 1 日～ 2021 年 3 月 31

2017 )年度 2018 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2020 年度) (2018 年度) (2019 年度) (2020 年度)

レ 3.0 ％ 0.4 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

3.0 ％ 0.3 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

（ ）

実績報告書

届出者 住所
大阪府大阪市西淀川区中島2-7-48

氏名
荒木運輸株式会社

代表取締役社長　荒木　靖郎

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 44道路貨物運送業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに該当する
者

事業の概要 常温、低温、冷凍商品の輸送及び保管、通関業。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 6,995 6,969

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 7,282 7,264

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値

(2)推進体制

社内にてアイドリング回数/時間やエンジン回転数オーバーの実績について、月次資料を作成し事業所に張出を行い乗務員へ指導して
いる。

当社は運輸業、倉庫業を中心に事業活動を行っており、消費燃料および消費電力をベースに排出量を算出して平成32年度（2020年
度）、大阪府内において温室効果ガスを３％（排出量ベース）削減する目標を掲げました。

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

各部署による削減目標だけでなく、全社による自主行動計画を策定を検討中。


